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公益財団法人かぬま文化・スポーツ振興財団職員旅費規程 

 

沿革 昭和５７年９月２４日制定 昭和６０年１２月２６日改正 平成２年９月２１日改正     

 平成４年１２月２１日全改（題名改称）平成５年３月２４日改正 平成５年９月２４日改正 

  平成７年３月２４日改正 平成１０年９月２４日改正 平成１１年１２月２２日改正 

  平成１６年３月２９日改正 平成１７年３月２３日改正 平 成 1 9年 3月 2 3日 改 正 

  平成２３年１１月２９日改正 平成２４年３月２２日改正       平成 29年 3月 23日改正  

     

 （趣旨） 

第１条 この規程は、公益財団法人かぬま文化・スポーツ振興財団職員が業務のため

に旅行した場合に支給する旅費に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （用語の意義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

 (1) 出 張  職員が業務のため一時その勤務部署を離れて旅行することをいう。 

 (2) 遺 族  職員の配偶者、子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹並びに職員の

死亡当時職員と生計を一にしていた他の親族をいう。 

２ この規程において「何級の職務」とは、公益財団法人かぬま文化・スポーツ振興

財団給与規程（昭和５７年６月２３日制定。以下「給与規程」という。）第３条に

規定する給料表による当該級の職務（給料表の適用を受けない者については、理事

長が定めるこれに相当する職務）をいう。 

 （旅費の支給） 

第３条 職員が出張した場合には、当該職員に対し旅費を支給する。 

２ 職員が次の各号の一に該当する場合には、当該各号に掲げる者に旅費を支給する。 

 (1) 職員が出張のため旅行中に退職、解雇又は休職（以下「退職等」という。）と

なった場合（当該退職等に伴う旅行を必要としない場合を除く。）には、当該職

員 

 (2) 職員が出張のため旅行中に死亡した場合には、当該職員の遺族 

３ 職員が前項第１号の規定に該当する場合において、公益財団法人かぬま文化・ス

ポーツ振興財団就業規程（昭和５７年６月２３日制定）第４２条各号に掲げる事由

又はこれらに準ずる事由により退職となった場合には、同項の規定にかかわらず、

同項の規定による旅費は支給しない。 

 （旅行命令） 

第４条 旅行は、理事長又はその委任を受けた者（以下「旅行命令権者」という。）

の発する旅行命令によって行わなければならない。 

２ 旅行命令権者は、電信、電話、郵便等の通信手段によって、業務の円滑な遂行を

図ることができない場合で、かつ、予算上旅費の支出が可能である場合に限り、旅

行命令を発することができる。 

３ 旅行命令は、旅行命令簿によって行う。 

 （旅行命令に従わない旅行） 
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第５条 旅行者は、業務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により旅行命令に

従って旅行することができない場合には、あらかじめ旅行命令権者に旅行命令変更

の申請をしなければならない。 

２ 旅行者は、前項の規定による旅行命令の変更の申請をするいとまがない場合には、

旅行命令に従わないで旅行した後、速やかに旅行命令権者に旅行命令の変更を申請

しなければならない。 

３ 旅行者が第１項又は前項の規定により、旅行命令の変更を申請する場合には、そ

の変更の必要を証明するに足る書類を提出しなければならない。 

４ 旅行者が前３項の規定による旅行命令の変更の申請をせず、又は申請をしたがそ

の変更が認められなかった場合においては、旅行命令に従わないで旅行したときは、

旅行命令に従った限度の旅行に対する旅費のみの支給を受けることができる。 

 （旅費の種類） 

第６条 旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当、宿泊料及び食事料とす

る。 

２ 鉄道賃は、鉄道旅行について、路程に応じ旅客運賃等により支給する。 

３ 船賃は、水路旅行について、路程に応じ旅客運賃等により支給する。 

４ 航空賃は、航空旅行について、路程に応じ旅客運賃により支給する。 

５ 車賃は、陸路（鉄道を除く。以下同じ。）旅行について、路程に応じ１日当たり

の定額により支給する。 

６ 日当は、旅行中の日数に応じ１日当たりの定額により支給する。 

７ 宿泊料は、旅行中の夜数に応じ１夜当たりの定額により支給する。 

８ 食事料は、水路旅行及び航空旅行中の夜数に応じ１夜当たりの定額により支給す

る。 

 （旅費の計算） 

第７条 旅費は、最も経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合の旅費により

計算する。ただし、業務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により最も経済

的な通常の経路及び方法によって旅行し難い場合には、その現によった経路及び方

法によって計算する。 

 （路程の計算） 

第７条の２ 旅費の計算上必要な路程の計算は、次の区分に従い当該各号に掲げるも

のにより行うものとする。 

 (1) 鉄道 鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第１３条に規定する鉄道運送事

業者の調べに係る鉄道旅客貨物運賃算出表に掲げる路程。ただし、東武日光線並

びにこれに接続する伊勢崎線及び鬼怒川線の鉄道駅が存する地方公共団体の地域

に旅行する場合の路程は、東武鉄道株式会社の営業キロ程表による。 

 (2) 水路 海上保安庁の調べに係る距離表に掲げる路程 

 (3) 陸路 郵政省の調べに係る郵便線路図に掲げる路程 

２ 前項の規定により路程を計算し難い場合には、同項の規定にかかわらず、地方公
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共団体の長その他当該路程の計算について信頼するに足る者の証明により、路程を

計算することができる。 

 （旅費の請求手続） 

第８条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給を受けようとする旅行者及び概算払 

に係る旅費の支給を受けた旅行者で、その精算をしようとする者は、所定の請求書

に必要な書類を添えて、これを当該旅費の支払をする者（以下「支払担当者等」と

いう。）に提出しなければならない。この場合において、必要な添付書類の全部又

は一部を提出しなかった者は、その請求に係る旅費額のうちその旅費の必要が明ら

かにされなかった部分の金額を受けることができない。 

２ 概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者は、当該旅行を完了した日の翌日から起

算して２週間以内に、当該旅行について前項の規定による旅費の精算をしなければ

ならない。 

３ 支払担当者は、前項の規定による精算の結果過払金があった場合には、精算によ

る過払金の返納告知の日の翌日から起算して２週間以内に、当該過払金を返納させ

なければならない。 

 （鉄道賃） 

第９条 鉄道賃の額は、次に掲げる旅客運賃（以下この条において「運賃」という。）、

急行料金及び特別車両料金並びに座席指定料金による。 

 (1) 運賃の等級を２階級に区分する線路による旅行の場合には、１等の運賃 

 (2) 運賃の等級を設けない線路による旅行の場合には、その乗車に要する運賃 

 (3) 急行料金を徴する線路による旅行の場合には、前２号に規定する運賃のほか次

に規定する急行料金 

  ア 第１号の規定に該当する線路による旅行の場合には、同号の規定による運賃

の等級と同一の等級の急行料金 

  イ 前号の規定に該当する線路による旅行の場合には、その乗車に要する急行料

   金 

 (4) 第２号の規定に該当する線路で、特別車両料金を徴する客車を運行するものに

よる旅行をする場合には、同号に規定する運賃及び前号に規定する急行料金のほ

か、特別車両料金 

(5)座席指定料金を徴する客車を運行する線路による旅行の場合には、第１号又は

第２号に規定する運賃、第３号に規定する急行料金及び前号に規定する特別車両

料金のほか、座席指定料金 

２ 前項第３号に規定する急行料金は、次の各号の一に該当する場合に限り支給する。 

 (1)特別急行列車を運行する線路による旅行で片道１００キロメートル以上のもの 

 (2)普通急行列車又は準急列車を運行する線路による旅行で片道５０キロメートル

以上のもの 

３ 第１項第４号に規定する特別車両料金は、特別車両料金を徴する客車を運行する

ものによる旅行が片道１００キロメートル以上のものに該当する場合に限り支給す
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る。 

４ 第１項第５号に規定する座席指定料金は、普通急行列車を運行する線路による旅

行が片道１００キロメートル以上のものに該当する場合に限り支給する。 

第９条の２ 職員が都の特別区の存する地域へ旅行（当該地域を経由する旅行を含

む。）する場合は、前条に規定する鉄道賃のほか、１，０００円を支給する。 

 （船賃） 

第１０条 船賃は、水路旅行について路程に応じ次に掲げる旅客運賃（はしけ賃及び

桟橋賃を含む。以下この条において「運賃」という。）及び座席指定料金による。 

 (1) 運賃の等級を３階級に区分する船舶による旅行の場合には、次に規定する運賃 

  ア ５級以上の職務にある者については、上級の運賃 

  イ ４級以下の職務にある者については、中級の運賃 

 (2) 運賃の等級を２階級に区分する船舶による旅行の場合には、上級の運賃 

 (3) 運賃の等級を設けない船舶による旅行の場合には、その乗船に要する運賃 

(4) 座席指定料金を徴する船舶を運行する航路による旅行の場合には、前各号に規

定する運賃のほか、座席指定料金 

 （航空賃） 

第１１条 航空賃の額は、航空旅行について路程に応じ現に支払った旅客運賃による。 

２ 航空賃は、理事長が公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により、最も

経済的な通常の経路又は方法によって旅行し難いと認め、航空機の利用を許可した

場合に限り支給する。 

 （車賃） 

第１２条 車賃は、陸路（鉄道を除く。以下同じ。）旅行について路程に応じ１キロ

メートルにつき３７円とする。ただし、業務上の必要又はその他やむを得ない事情

により、定額の車賃で旅行実費を支弁することができない場合には実費額による。 

２ 車賃は、全路程を通算して計算する。ただし、通算した路程に１キロメートル未

満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

 （日当） 

第１３条 日当は、旅行中の日数に応じ１日当たりの定額により支給する。 

２ 日当の定額は、別表第１による。ただし、栃木県内に旅行した場合は、日当を支

給しない。 

３ 前項ただし書の規定にかかわらず、栃木県内（本市の区域を除く。）に宿泊を伴

う旅行をしたときは、日当定額の２分の１に相当する額を支給する。 

４ １日の旅行において、日当について定額を異にする事由が生じた場合には、額の

多い方の定額による日当を支給する。 

 （宿泊料） 

第１４条 宿泊料は旅行中の夜数に応じ１夜当たりの定額により支給する。 

２ 宿泊料の額は、別表第１による。 

３ 宿泊料は、水路旅行及び航空旅行については、業務上の必要又は天災その他やむ
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を得ない事情により上陸又は着陸して宿泊した場合に限り支給する。 

（食事料） 

第１５条 食事料の額は、別表第１による。 

２ 食事料は、船賃若しくは航空賃のほか別に食費を要する場合又は船賃若しくは航

空賃を要しないが食費を要する場合に限り支給する。 

 （日額旅費） 

第１６条 日額旅費は、当該旅行の性格上日額旅費を支給することを適当と認めた旅

行について定額をもって支給する。 

２ 日額旅費は、第６条の旅費に代えて別表第２に掲げる額を支給する。 

３ 日額旅費の額は、当該日額旅費の性質に応じ第６条第１項に規定する旅費の額の

基準を超えることができない。 

 （鹿沼市長の意見） 

第１７条 この規程の改正に当たっては、財団の健全財政の維持及び他の鹿沼市関連

公社等（鹿沼市がその設立又は財政に関与する公社等をいう。）に勤務する職員の

勤務条件との均衡を図るため、その改正内容について、あらかじめ鹿沼市長の意見

を聴くものとする。 

 （補則） 

第１８条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、理事長が定める。 

   附 則 

１ この規程は、平成４年１２月２１日から施行する。 

２ 改正後の財団法人鹿沼市体育文化振興公社職員旅費規程の規定は、この規程の施

行の日以後に出発する旅行から適用し、同日前に出発した旅行については、なお従

前の例による。 

   附 則（平成５年９月２７日） 

 この規程は、平成５年９月２７日から施行する。 

   附 則（平成７年３月２４日） 

 この規程は、平成７年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１０年９月２４日） 

  （施行期日等） 

１ この規程は、平成１０年８月１日から施行する。 

２ 改正後の財団法人鹿沼市体育文化振興公社職員旅費規程の規定は、この規程の施

行の日以後に出発する旅行から適用し、同日前に出発した旅行については、なお従

前の例による。 

   附 則（平成１１年１２月２２日） 

 この規程は、平成１２年１月１日から施行する。 

   附 則（平成１６年３月２９日） 

 この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１７年３月２３日） 
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１ この規程は、平成１７年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第１３条の規定は、この規程の施行の日以後に出発する旅行から適用し、

同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。 

   附 則（平成１９年３月２３日） 

１ この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第１３条の規定は、この規程の施行の日後に出発する旅行から適用し、

同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。 

   附 則（平成２２年１１月２９日） 

 （施行期日） 

１ この規程は、平成２３年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の財団法人鹿沼市体育文化振興公社職員旅費規程の規定は、この規程の施

行の日後に出発する旅行から適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前

の例による。 

   附 則（平成２４年３月２２日） 

 この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 
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別表第１（第１３条、第１４条、第１５条関係） 

級
    

区  分
 日  当 宿 泊 料         食 事 料         

 ５級以上の職務にある者   2,600 円   13,100 円    2,600 円 

 ４級以下の職務にある者   2,200 円   10,900 円    2,200 円 

 再雇用職員   2,600円   13,100円    2,600円 

 

 (注) この表において、再雇用職員とは、公益財団法人かぬま文化・スポーツ振興財団就業

規程（昭和５７年６月２３日制定）第１３条の２第１項から第３項までの規定により

雇用された職員をいう。 

 

別表第２（第１６条関係） 

旅 行 の 区 分 交 通 費 日  当 宿 泊 料 

研修、講習等の受講を目的とする旅行

で、その期間があらかじめ３日以上と

定められたもの 

旅費の額 2,200円 9,800円 

備考 宿泊するときにあっては、最初に研修等開催地に到着した日の翌日から最後に研修等

開催地を出発する日の前日までの期間については、日当を支給しない。 

 


